
≪世 帯≫ 

〈主世帯，同居世帯〉 

１住宅に１世帯が住んでいる場合はその世帯を「主世帯」とし，１住宅に

２世帯以上住んでいる場合には，そのうちの主な世帯（家の持ち主や借り主

の世帯など）を「主世帯」とし，他の世帯を「同居世帯」とした。 

なお，単身者が友人と共同でアパートの１室を借りて住んでいる場合など，

１住宅に二人以上の単身者が住んでいる場合は，便宜，そのうちの一人を「主

世帯」とし，他の人は一人一人を「同居世帯」とした。 

〈普通世帯，準世帯〉 

「普通世帯」とは，住居と生計を共にしている家族などの世帯をいう。家

族と一緒に間借りや同居している世帯及び一人で一戸を構えて暮らしてい

る世帯も「普通世帯」とした（主世帯は，すべて「普通世帯」である）。住

宅に住む同居世帯や住宅以外の建物に住む世帯の場合は，家族と一緒に住ん

でいたり，寮・寄宿舎の管理人の世帯であれば「普通世帯」とした。 

「準世帯」とは，単身の下宿人・間借り人，雇主と同居している単身の住

み込みの従業員や，寄宿舎・旅館など住宅以外の建物に住んでいる単身者又

はそれらの人々の集まりの世帯をいう。 

〈世帯人員〉 

その世帯にふだん住んでいる世帯員の数をいう。 

したがって，たまたま旅行などで一時不在の人でも，ふだんそこに住んで

いればその世帯人員に含めた。船舶に乗り組んで長期不在の人（自衛隊の艦

船乗組員を除く。）は自宅に住んでいるものとした。 

なお，「単身の住み込みの家事手伝い」は雇主の世帯に含めたが，「住み込

みの従業員」や「下宿人」，「間借り人」は，雇主や家主の世帯とは別の世帯

とした。 

〈世帯の型〉 

 夫婦以外の世帯員が２人以上いる場合は年長者の年齢によって区分した。

なお，配偶者が単身赴任などのため長期不在で，世帯人員に含まれない場合

は，その配偶者を除いて世帯の型を決めた。 

〈高齢世帯の型〉 

高齢者世帯を次のとおり区分した。 

(1) 65歳以上の単身世帯 

(2) 65歳以上の夫婦世帯 

ア いずれか一方のみが65歳以上の夫婦 

夫又は妻のいずれか一方のみが65歳以上の夫婦のみの世帯 

イ 夫婦とも65歳以上 

夫及び妻のいずれも65歳以上の夫婦のみの世帯 

(3) ＜再掲＞高齢夫婦世帯 

夫65歳以上，妻60歳以上の夫婦のみの世帯 

〈世帯の年間収入〉 

世帯全員の１年間の収入（税込み）の合計をいう。 

収入には給料・賃金のほか，ボーナス・残業手当などの収入，内職や副業

による収入，年金・恩給などの給付金，配当金・利子・家賃・地代などの財

産収入，その他仕送り金などを含む。 

なお，相続・贈与や退職金などの経常的でない収入は含めない。 

自営業の場合は，売上高ではなく仕入高，原材料費，人件費などの必要経

費を差し引いた営業利益をいう。 

〈家賃・間代〉 

持ち家以外に居住する普通世帯が，最近，支払った１か月分の家賃又は間

代。 

この「家賃・間代」には，敷金・権利金・礼金や共益費・管理費などは含

まない。 

〈共益費・管理費〉 

家賃・間代とは別に支払っている，廊下・階段などの共用部分の水道料・

電気料・清掃費など 

〈居住面積水準〉 

居住面積水準は，国民の住生活の安定の確保及び向上の促進が図られるよ

う，住生活基本計画（全国計画）（平成23年３月閣議決定）に定められた住

宅の面積に関する水準で，次のように設定されている。 

最低居住面積水準 

世帯人員に応じて，健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住宅の面

積に関する水準 

誘導居住面積水準 

世帯人員に応じて，豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイルに対応

するために必要と考えられる住宅の面積に関する水準で次の２区分からなる。 

都市居住型 

都市の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定したもの 

一般型 

都市の郊外及び都市部以外の一般地域における戸建住宅居住を想定したもの 

この居住面積水準では，住宅性能水準（住生活基本計画別紙１）の基本的

機能を満たすことを前提として，多様な世帯構成を反映した世帯の規模（人

員）に応じた住宅の規模（面積）についての基準が示されている。また，単

身者の比較的短期間の居住や適切な規模の共用の台所や浴室などを有する
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共同の居住については，基準面積によらないことができるとされている。 

この調査においては，原則として住宅の延べ面積と設備状況から，上記の

居住面積水準を確保しているかどうかを，次の条件から判定した。 

〈最低居住面積水準〉 

１ 二人以上の世帯で，床面積の合計（延べ面積）が次の算式以上を確保

している。 

10㎡×世帯人員＋10㎡（注１，注２） 

２ 単身世帯の場合は，以下のいずれかを確保している。 

(1) 29歳以下の単身者で，専用の台所があり，居住室の畳数が「4.5畳」

以上 

(2) 29歳以下の単身者で，共用の台所があり，居住室の畳数が「6.0畳」

以上 

(3) 30歳以上の単身者で，床面積の合計（延べ面積）が「25㎡」以上 

誘導居住面積水準 

都市居住型 

１ 二人以上の世帯で，床面積の合計（延べ面積）が次の算式以上を確保

している。 

20㎡×世帯人員＋15㎡（注１，注２） 

２ 単身世帯の場合は，以下のいずれかを確保している。 

(1) 29 歳以下の単身者で，独立の台所があり，居住室の畳数が「10.5

畳」以上の場合 

(2) 29歳以下の単身者で，食事室等他の用途と兼用の台所又は共用の台

所があり，居住室の畳数が「12.0畳」以上の場合 

(3) 30 歳以上の単身者で，床面積の合計（延べ面積）が「40 ㎡」以上

の場合 

一般型 

１ 二人以上の世帯で，床面積の合計（延べ面積）が次の算式以上を確保

している。 

25㎡×世帯人員＋25㎡（注１，注２） 

２ 単身世帯の場合は，以下のいずれかを確保している。 

(1) 29 歳以下の単身者で，独立の台所があり，居住室の畳数が「15.0

畳」以上の場合 

(2) 29歳以下の単身者で，食事室等他の用途と兼用の台所又は共用の台

所があり，居住室の畳数が「16.5畳」以上の場合 

(3) 30 歳以上の単身者で，床面積の合計（延べ面積）が「55 ㎡」以上

の場合 

注１ 世帯人員は，３歳未満の者は0.25人，３歳以上６歳未満の者は0.5

人，６歳以上10歳未満の者は0.75人として算出する。ただし，これら

により算出された世帯人員が２人に満たない場合は２人とする。また，

年齢が「不詳」の者は１人とする。 

注２ 世帯人員（注１の適用がある場合には適用後の世帯人員）が４人を

超える場合は，上記の面積から５％を控除する。 

世帯の家計を主に支える者 

その世帯の家計の主たる収入を得ている人。 

なお，他の世帯からの送金等により家計を支えている場合は，便宜その世

帯のうちの一人を代表者とし，その代表者を家計を主に支える者とした。 

 

子の居住地 

家計を主に支えている者の子（未婚の子，既婚の子及び子の配偶者を含む。）

の住んでいる場所について，次のとおり区分した。子が二人以上いる場合は，

最も近くに住んでいる子について調査した。 

子がいる 

一緒に住んでいる（同じ建物又は敷地内に住んでいる場合も含む。） 

同じ住居内に子が同居していたり,子 がアパートやマンションなど

の同じ棟内の別の住居に住んでいたりする場合や同じ敷地内にある別

棟の建物に住んでいる場合 

徒歩５分程度の場所に住んでいる 

片道15分未満の場所に住んでいる＊ 

片道１時間未満の場所に住んでいる＊ 

片道１時間以上の場所に住んでいる＊ 

＊「片道15分」及び「片道１時間」とは，ふだん行き来に利用している交通手

段による所要時間のことをいう。 

子はいない 


